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要　約

特集 スマートシティ　コロナ禍を超えて構想から実装へ

1	 CASEに代表される技術革新、MaaSに代表されるサービス革新が引き金となり、都市
におけるモビリティのスマート化が進展している。これらの潮流は、個別モビリティレ
イヤー、MaaS・モビリティ連携レイヤー、付帯事業・生活サービスレイヤー、都市政
策との連携・まちづくりレイヤー、の 4 つのレイヤー構造として理解することができる。

2	 スマートモビリティの導入は、交通混雑解消、環境負荷低減、ラストワンマイルの移動
補完といった、さまざまな都市課題の解決へ寄与すると期待されており、近年の多くの
スマートシティ計画には、モビリティが都市の利便性・魅力を向上させる上で重要な機
能として描かれている。リアルタイムな需要に合わせて運行を行うオンデマンド交通
や、ラストワンマイルを埋める近距離・パーソナル向けモビリティなど、新たなモビリ
ティも顕在化してきた。

3	 モビリティ事業単体の収益性向上・効率化に加えて、モビリティサービスの枠組みの再
定義が必要となる。モビリティを活用した都市スマート化に向けた、 4 つの事業機会の
方向性を提示したい。

	 方向性① モビリティサービスの高付加価値化
	 方向性② 都市魅力度・競争力の向上
	 方向性③ 新規移動需要の創発
	 方向性④ モビリティ関連データ活用・都市課題解決

Ⅰ　モビリティ周辺の事業環境変化とレイヤー構造
Ⅱ　スマートシティにおけるモビリティの役割・機能
Ⅲ　スマートシティにおけるモビリティ事業機会と課題
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イムラーAG・CEOでメルセデス・ベンツの
会長を務めていたディエター・チェッチェ氏
により、モビリティが目指すべき中長期の方
向性として発表された。

もう一つの潮流であるMaaSは、「Mobility 
as a Service」の略で、「移動のサービス化」
と訳すことができる。具体的なサービスとし
ては、スマートフォンなどを用いて出発地か
ら目的地まで、複数のモビリティサービスの
組み合わせから、最適な経路の①探索、②予
約、③決済までをワンストップで行えるもの
である。従来の「車を販売する」「鉄道やタ
クシー、バスなど個々のモビリティサービス
を提供する」という形から、目的地まで「移
動する」こと自体を提供する形へとサービス
が変わった。モビリティにまつわるサービス
のあり方のパラダイムシフトといえる。
MaaSは、都市の交通のあり方にも変革をも
たらすと着目されている。

これらCASEやMaaSといったトレンドに
加え、モビリティは介護・ヘルスケアやエネ
ルギーといった異業種との重ね掛けにより新
たなサービスを創出するなど、都市全体のス
マート化を図る上でも重要な役割を果たす可
能性が高い。スマートシティの中でモビリテ
ィをどのように位置付けるかということも重
要な論点である。これらを議論するために、
近年のモビリティと都市に関連するトレンド
を、 4 つのレイヤー構造で整理した（図 1 ）。
「個別モビリティレイヤー」には、個々のモ
ビリティ同士の情報が統合されていない、単
独でのモビリティサービスの提供が分類され
る。本レイヤーでは、前述のCASEのトレン
ドにより個々のモビリティが高度化したり、
たとえばパーソナルモビリティ（ 1 〜 2 人乗

Ⅰ	モビリティ周辺の
	 事業環境変化とレイヤー構造

スマートシティは、スマートライフおよび
スマートインフラなど、さまざまなパーツ・
事業・サービスから構成されている。日本企
業が、スマートシティを事業機会として活か
していくためには、スマートモビリティやス
マートエネルギー、スマートビルなど、「ス
マートX」単位でそれぞれを事業機会として
捉え、自社の強みを活かしてマネタイズして
いくことの必要性が強く認識されてきてい
る。本稿ではモビリティに焦点を当てるが、
モビリティは単独事業としてマネタイズや高
収益を上げることが難しい分野と認識されて
いる。そのような中、モビリティを活用した
都市のスマート化のあり方について、論じて
いきたい。

近年、CASEに代表される技術革新、およ
びMaaSに代表されるサービス革新が引き金
となり、モビリティ（以降本稿では、「移
動」またはそれを担う「交通システム（鉄
道、バス、タクシー、自家用車などの移動手
段）」として用いる）を起点とした都市のス
マート化（AI、IoT、アナリティクスなど、
またそれらを利用した各種のサービスを活用
し、効率化や利便性を高め、都市の魅力度を
向上させること）が盛んに検討されている。

CASEとは、モビリティに関連する次世代
技術やサービスの新たな潮流を表す 4 つの言
葉「Connected（コネクテッド）」「Autono-
mous（自動運転）」「Shared & Services（シ
ェアリングとサービス）」「Electric（電動
化）」の頭文字をとった造語である。2016年
9 月のパリモーターショーにおいて、当時ダ
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予約・決済が可能となり、ドアtoドアのスム
ーズな移動を実現させるサービスが分類され
る。このレイヤーに属するMaaSサービスの
先駆けとして、フィンランドの首都ヘルシン
キでMaaS Global社が提供している「Whim」
が挙げられる。バスやタクシー、バイクシェ
アなどのモビリティサービスを、スマートフ

りのコンパクトな次世代移動機器）といった
新たなモビリティが誕生したりしている。近
年、ユーザー数が増えている、配車サービス
や駐車場の空きスペースを探索するサービス
なども、本レイヤーに属すると考えられる。
「MaaS・モビリティ連携レイヤー」では、
多様なモビリティサービスからの一括検索・
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不動産 エネルギー 運送・物流 見守り 災害・防災

観光
介護・医療・
ヘルスケア
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自治体・公共系サービス
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×
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MaaSの必須機能

モビリティを起点とした都市のスマート化の方向性

自転車

（制限、課金
など）

交通規制
（用途、建蔽・
容積率など）

許認可・規制

図1　モビリティ・都市のレイヤー構造と領域・機能に関するキーワード
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リティサービスの提供を通して得られるデー
タを、都市政策やまちづくりへとフィードバ
ックしていくような営みが想定される。

上記のようにCASEやMaaSの技術・概念を
取り入れたり異業種との連携やまちづくりと融
合したりした、次世代のモビリティの分野を
以降では「スマートモビリティ」と表現する。

Ⅱ	スマートシティにおける
	 モビリティの役割・機能

近年、スマートモビリティの導入が、交通
課題を主とした多様な都市課題の解決へ寄与
するのではないかと、期待が寄せられてい

ォンのアプリを通してシームレスに利用する
ことができ、運賃も都度払い型に加え、月間
サブスクリプション型など多様なプランを提
供している。

上位 2 層のレイヤーについての詳細は第Ⅲ
章にて後述するが、「付帯事業・生活サービ
スレイヤー」では、モビリティとさまざまな
生活サービスや自治体サービス、異業種の事
業などを組み合わせることで、新たなサービ
スを創出したり、従来サービスの高度化を目
指したりしている。「都市政策との連携・ま
ちづくりレイヤー」では、モビリティを起点
とした都市のスマート化を目指している。自
治体やデベロッパーと連携し、たとえばモビ

●

●

●

●

●

●

主な都市・交通課題の例

● 自家用車以外の移動手段の確保
● 複数交通モードのワンストップ化
● 公共交通の頻度・信頼度・品質向上 など

公共交通の
利便性向上

● 交通弱者へのケア
● 交通空白地域での公共交通の整備
● 料金設定の適正化 など

社会的不公正の解消

● ラストワンマイルの移動手段の整備
● 中心部への移動手段の整備
● 複数交通モードの連携  など

ラストワンマイル
の移動補完

● 公共交通の収支改善
● 需給バランスの最適化
● Capex・Opexの効率化  など

公共交通の
持続可能性向上

● 交通事故件数の抑制
● 公共交通内の治安向上
● 歩行者の安全性確保  など

交通の安全性確保

● 公共交通の混雑・遅延解消 
● 道路渋滞の緩和
● 自動車保有台数の削減  など

交通混雑の解決

● 自転車の保有台数抑制
● 公共交通分担率の向上
● 環境低負荷交通モードの拡充  など

交通公害・
環境負荷低減

● 3密の回避
● 公共交通の乗車分散
● 感染経路の解析  など

都市
レジリエンス強化

スマートモビリティ・機能の例

公共交通の
デマンド化

● 相乗りタクシーやオンデマンドバスを活用し
た、ラストワンマイルへの移動手段提供  など

シェアリング
サービス

● 遊休自動車の削減・自動車稼働率の向上
● 自動車保有台数の削減  など

自動運転車両
● 他人との接触の低減
● デリバリーなどへの活用  など

パーソナル
移動情報

● クラスター解析への活用（個人情報への懸
念も要考慮） など

マルチモーダル
サービス

● 複数の交通モードのシームレスな連携
● 検索・予約・決済までのワンストップ手続
きによる利便性向上  など

準公共交通とし
ての自動車利用

● 自家用有償旅客運送などのスキームを活用
した、交通弱者へのケア、交通空白地域で
の公共交通の整備  など

図2　都市・交通課題と解決に向けたスマートモビリティの例
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動運転技術を活用することでデリバリーにお
ける他人との接触減少も考え得る。また、個
人情報の活用是非という重要論点は残しつつ
も生活者の移動履歴データを活用し、クラス
ターや感染経路解析を高度化できる可能性も
ある。

このように、スマートモビリティによる都
市課題解決への期待が高まる一方、交通に関
する課題は都市ごとに異なり、すべての課題
を解決できる万能なモビリティサービスは存
在しない。そのため、都市の特性も加味しな
がら、既存の交通機関や新しいモビリティサ
ービス双方の特徴を理解した上で、適切な交
通施策を設定することが重要である。

前段で見てきた、都市・交通の課題解決に
資するモビリティとして、どのようなものが
存在するかに目を移したい。図 3 に、横軸に
都市の空間的広がり、縦軸に当該モビリティ
の輸送規模を取り、各モビリティの位置付け
を整理した。これらは、国内外の複数のスマ

る。図 2 に代表的な都市課題を示したが、そ
の顔触れは、公共交通の利便性向上やラスト
ワンマイルの移動補完（最寄りの公共交通機
関と自宅など最終目的地までの移動）といっ
た「移動する人」に向けた課題もあれば、交
通公害・環境負荷低減や交通混雑の解決とい
った「都市に暮らす人」に向けた課題など、
実に多彩である。

さらに直近では、新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）の影響により、日常生活やビ
ジネスの文脈において、ニューノーマルの生
活様式への対応が急ピッチで求められてお
り、モビリティもその例外ではない。これま
では「便利さ」に主眼が置かれ、さまざまな
スマートモビリティの検討が進められてきた
が、COVID-19流行以降はそれらスマートモビ
リティを都市のレジリエンス強化に活用でき
る可能性にも焦点が当たっている。たとえば、
3 密を回避するため公共交通機関からパーソ
ナルモビリティへのシフトや、将来的には自

数ha

例：WHILL、 
セグウェイ

例：Lime

例：NTTドコモ

例：ヤマハ

例：トヨタ自動車、
日産自動車

例：ウーバー、DiDi

10ha

少人数
（パーソナル）

輸
送
規
模

タクシー

路線バス
コミュニティバス

ライドシェア

オンデマンドバス

鉄道

1,000ha～
（含 都市間）

都市の空間的広がり

電動キックボード

自動運転カート
カーシェアリング
例：タイムズモビリティ

例：MONET、DiDi

例：トヨタ自動車、DeNA、
　　 SBドライブ

自動運転シャトル

パーソナル
モビリティ 自転車シェアリング

超小型モビリティ

100ha

大人数
（公共）

【凡例】
● 細字：従来からのモビリティ
● 太字：近年新興しているモビリティ

図3　都市におけるモビリティの空間的広がり・輸送規模の整理
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表1　スマートシティプロジェクトにおけるモビリティの位置付け

プロジェクト 国 規模 導入予定の交通モード・
システム、計画など 概要

六本木ヒルズ 日本 8.5ha
● 自動運転タクシーの実証
実験

日の丸交通とZMPによる自動運転車両を用いたタクシーサービスなど、実証
実験を実施

Sidewalk 
Toronto

カナダ 8.5ha

● カーシェアリング、ライ
ドシェア促進

● モビリティサブスクパッ
ケージの提供

リアルタイムの交通量に合わせて道路構造をフレキシブルに変更できる道路の
採用や、各交通モード専用のレーンの構造に合わせた自動運転車の導入も計画

ハドソンヤード 米国 11ha

● （主にオフィス・居住空
間・商業向けのソリュー
ションを展開）

（ハドソンヤードは、従来のオフィス街の持つ、曜日や時間帯でのにぎわいの
差異をなくすために、「Live, Work, Visit」での行動の境界線をなくすことを目
標に計画された複合街区。建物内におけるIoTソリューションなどの計画が中
心で、モビリティ関連の計画は僅少）

藤沢SST 日本 19ha

● 電動アシスト自転車用
バッテリーステーショ
ンの設置

● EVとV2Hコンセントの
設置

「トータルモビリティサービス」を展開。住民は、新古車の販売や買取、保険サー
ビスからシェアリング（車や電動アシスト自転車）、レンタカーの手配や相談
を請け負ってくれるコンシェルジュに相談可能で、ニーズに合わせて適切な
サービスをワンストップで提供

柏の葉SC 日本 300ha

● 自動運転循環バス網
（MaaSのための域内交
通サービス）

駅を中心とした地域内の利便性の向上を促進する取り組みが中心であり、駅
2km圏内の主要施設を連絡する自動運転循環バス網の構築を実施。また、2019
年に駅・大学間のシャトルバス（約2.6kmの一部区間）に自動運転車を導入

Cyberjaya マレーシア 320ha

● e-scooter、Eco-friendly 
ride sharing

● Smart parking and traf-
�c light

全長17kmのサイクリングコースの設計やMaaSを展開する記述あり（ただし、
モビリティに関する明確な計画の提示は現時点では確認できず）。現状では、
TRYKEがe-scooterを展開しているなどの個別企業による実績がある

Masdar City UAE 650ha

● Eco Bus、EV急速充電
ステーションの設置

● NAVYA、PRT Station

「Co2を排出しない、ゼロエミッション交通網の確立」や「化石燃料車を使わず
に運用する最初の都市」など明確な目標を掲げている。駐車場の空き情報や公
共交通の混雑度合い、運航情報などの交通情報の提供や、自動電動コンパクト
カーの導入などを検討

Putrajaya マレーシア 4,600ha ● EVバスの導入 クアラルンプールまでの交通手段の拡張という目標を掲げており、EVバスを
含む交通システムの導入を計画

New Clark City フィリピン 9,450ha

● 交通システムの導入／整
備（電車／バス／ BRT、
LRT）、Electr ic  k ick 
board

● 自動運転実証

鉄道や電動キックボードなどの個別サービスを導入予定。鉄道では、中国の
ODAにより、スービックとクラークを結ぶ鉄道を建設。日本のODAによる南
北通勤鉄道を建設。また、電動キックボードの展開や自動運転シャトルバスの
導入計画がある

Smart Nation 
Singapore

シンガポール 7.2万ha

● LTAの整備：ポータルサ
イトとモバイルアプリ
の活用

自動運転や自動走行シャトルバスの導入を実施。オンデマンドシャトルバスの
商用化が済んでおり、エリアの拡大に注力。さらに、2022年までにオンデマ
ンド・モビリティサービスの商用化を目指す

雄安新区 中国 17.7万ha

● 地下自動運転専用レーン
整備

● 無人配送

自動運転専用道路の整備計画や自動運転バス、無人の自動走行販売車の導入計
画がある。無人自動走行販売車は、現時点ではショーケース的な位置付け

Iskandar 
Malaysia

マレーシア 22万ha
● 自動運転タクシーの実証
実験

5つの地域において、注力する開発領域が分かれている。モビリティに関しては、
地下鉄や高速鉄道など鉄道関連がメイン

杭州 City Brain 中国 160万ha
● （スマートトラフィック
マネジメントシステム）

アリババと杭州市が共同で交通管理システム（City Brain）開発・導入。City 
Brainの精確な交通制御により、杭州の交通効率は継続的に改善。結果、「中国
渋滞都市」のランキングで5位（2016年）から83位（2018年4月）まで改善

Barcelona 
Digital City

スペイン ─

● 自動車・道路整備
● パーソナルモビリティ、

e-バイク
● （データオープン化）

プロジェクトの推進において、15カ国48都市、12企業から構成される「MOBiLus」
というコンソーシアムを設立。モビリティの観点から公共資源をより効率的に
投資する方法を提案している。スーパーブロック、バスネットワークの再構築、
市内のサイクリングインフラの増加、国際的なエリアにおけるパーソナルモビ
リティ車両の規定、シェアードモビリティの規定の確立などを目指す

宇都宮
スマートシティ 日本 ─

● LRTを軸とした公共交通
ネットワークの構築

● 公共交通インフラとの連
携を考慮したMaaS
（シェアサイクル、シェ
アEVなど）

宇都宮市の東西をLRTが横断するように設計し、住宅街から観光地をつなぐ、
LRTの周辺や南北での移動では既存の公共交通やシェアサイクルやシェアEVな
どのMaaSを導入する。オンデマンド乗り合い型予約配車システムの皮切りに
上記MaaSシステムの実装を経て、自動運転の導入を最終ゴールとしている
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市設計となっており、 5 つの停留所にトラン
ジットセンターと呼ばれるMaaSの結節点を
整備し、既存の公共交通機関への乗り継ぎの
ためのバスロータリーや駐車場、将来的に導
入されるパーソナルモビリティなどに必要と
なる設備を整備する予定となっている。さら
に、大谷石で有名な大谷地区では、観光向け
にMaaSの導入が検討されており、シェアリ
ングサイクルやスローモビリティと呼ばれる
自動運転車両の導入も検討している。さらに
注目すべき点として、これらのサービス利活
用によって生じるデータを、渋滞混雑予測や
MaaS予約・空き状況の提示、クーポン発行
による周辺の商業施設への誘導などに活用す
る計画が挙げられる。このようにスマートモ
ビリティを活用することで、従来、都市が抱
えてきた課題へ対応することを志向してい
る。

Ⅲ	スマートシティにおける
	 モビリティ事業機会と課題

これまで確認してきたマクロのトレンド
（技術革新やサービス革新）とスマートシテ
ィにおけるモビリティの役割・機能を踏ま
え、本章ではスマートモビリティとその周辺
領域を活用した都市のスマート化について、
事業機会の方向性を論じたい。

図 4 左のグラフは、モビリティ事業の収支
イメージを表している。通常、交通事業は

「営業費用」を乗客から得られる「運賃収
入」で賄うことで運営している。図中で運賃
収入が営業費用を下回っているのは、地方部
を中心に営業費用をカバーするだけの十分な
運賃収入を得られていないモビリティ事業が

ートシティプロジェクトにおけるモビリティ
の位置付け（表 1 ）を基にしている。従来か
ら都市の交通を支えてきたモビリティを細字
で、近年（おおよそ過去10年程度）新興して
きたモビリティを太字で示している。ここか
ら分かることは、電動キックボードや自転車
シェアリングといった近年存在感を強めてい
るモビリティは、比較的狭い範囲内で、個人
ないし少人数の移動を担っているということ
である。別の見方をすれば、これらは鉄道や
バスなど広範囲の移動を担うモビリティを補
完するポジションにあり、鉄道駅・バス停か
ら最終目的地までのラストワンマイルを補っ
たり、公共交通機関同士を接続するための手
段として導入されたりしている。従って、都
市全体としてのマルチモーダル・MaaSの設
計をする上で、重要な役割を果たすことにな
る。

現在進行中のスマートシティの具体例とし
て、宇都宮スマートシティが挙げられる。宇
都宮市の人口は2018年11月の約52万人をピー
クに減少傾向にあり、少子高齢化も進んでい
る。近い将来起こり得る交通弱者の増加への
対応や、都市の魅力度維持を中長期的課題に
設定している。これらに対処するべく、
Light Rail Transit（LRT：低床式の車両を
用いた次世代型の路面電車システム）を中心
とした「ネットワーク型コンパクトシティ」
の形成に取り組み、魅力ある都市空間と骨格
の強い交通ネットワークの構築に尽力してい
る。LRTの運行ルートはJR宇都宮駅東口か
ら芳賀・高根沢工業団地までの全長14.6km
となっており、19カ所の停留所を設ける。
LRT沿線を中心にシェアリングサイクルや
シェアリングEVなどとの連携を考慮した都
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することで、新たな収益源を創出する取り組
みである。

方向性②は、主に行政やデベロッパーなど
都市の管理者の視点から、都市の総合的な魅
力度を向上させるためにモビリティへの投資
を行うことの必要性を示している。「金額」
として現れる収入だけでなく、通常、必ずし
も貨幣価値に換算しやすいとは言い難い、ま
ち全体への波及効果にまで視野を広げること
が肝要である。

方向性③は、生活者個人個人への働きかけ
を通して特定の行動を促進・喚起すること
で、新たな移動需要を創出し、直接的に運賃
収入の増加を目指すものである。

方向性④は、モビリティサービスに加え、
その他都市に配置するセンサーを通して収集
されるデータを活用し、都市政策、交通政策
や個人サービスへのフィードバックに活用し
ていくものである。

少なくなく、そのような事業は自治体などか
らの補助金による補填を得つつ、事業を存続
させている実態を表現している。

支出を減らすか収入を増やすことができれ
ば、収益性は改善する。支出の削減について
は、多くのモビリティ事業者は既に初期投資
の抑制や運営の効率化といったコスト削減の
活動を常態的に行っている。中長期的に自動
運転技術を活用することができるようになれ
ば、営業費用の半分以上を占めるといわれて
いる人件費を削減し、飛躍的に収益性を改善
することが可能かもしれないが、短期的には
支出のさらなる大幅な削減はたやすいことで
はない。

以下では、直接的ないし間接的に収入の増
加につながる 4 つの事業機会の方向性を提示
したい。

方向性①は、異業種産業との連携を通して
モビリティサービスに新たなサービスを付帯

図4　モビリティを活用した都市スマート化に向けた事業機会の方向性

モビリティ事業収支イメージと事業機会の方向性
モビリティ・都市のレイヤーにおける

各方向性の位置付け

方向性④　モビリティ関連データ活用・都
市課題解決
● モビリティサービスや、その他都市に配
置するセンサーを通して上がるデータ、
パーソナルデータを活用した、新サービ
スや、都市政策・交通政策へのフィード
バック

波及効果

新規収入

収入 支出

営業費用

都市政策との
連携・ まちづくり

レイヤー

付帯事業・ 
生活サービス
レイヤー

MaaS・
モビリティ
連携レイヤー

個別
モビリティレイヤー

運賃収入

方向性④
モビリティ関連データ活用・都市課題解決

方向性②：
都市魅力度・競争
力の向上

方向性③：
新規移動
需要の創発

方向性①：
モビリティサービ
スの高付加価値化

MaaS オペレーターの
事業領域

交通事業者・OEM・個別交通モードの
ベンチャーなどの事業領域

方向性②　都市魅力度・ 競
争力の向上
● モビリティ事業単体では
収益化が困難なケースが
多い

● 都市開発主体（デベロッ
パー、自治体など）が、
モビリティサービスの整
備を通し、都市の魅力度・
競争力を向上させる

方向性③　新規移動需要
の創発
● 利便性向上による客数
増、単価増などが考え
られるが、限界あり

● インセンティブ付与、
ダイナミックプライシ
ング・ルーティングな
ど、需要側の行動変容
を促進する仕組み構築

コスト効率化
● Capex・Opexの抑制
（効率的ハードの導入、
システム化・仕組み化、
燃費向上・メンテナン
スコスト削減など）

● 既に各社注力、余地小
● 将来的に自動運転を導
入できれば改善の期待
大

方向性①　モビリティ サー
ビスの高付加価値化
● 異業種産業との連携・新
規事業創出による収益ポ
ケットの拡大

● 移動の重ね掛け・効率化
（貨客混載など）
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方向性①　モビリティサービスの高付加価
値化

本方向性では、モビリティサービスとその
他のサービスを重ね掛けたり、異業種産業と
連携したりすることで、モビリティサービス
に新規の事業やサービスを付帯し、運賃以外
の収入を得ることを目指す。MaaS関連のプ
ラットフォーム開発やコンサルティングを行
うMaaS Tech Japan社は、モビリティを中
心に据えた新たな産業の展開を「Beyond 
MaaS」と表現しており、日本各地で、多岐
にわたる分野についてサービス実証が行われ
ている。

たとえば観光分野では、JR東日本と東急が
静岡県東伊豆エリアで、観光型MaaS「Izuko」
の実証実験を実施している。交通チケットと
観光チケットを統合的に提供し、スムーズな
観光体験の提供を目指している。運送・物流
分野では、宮崎交通とヤマト運輸が、モビリ
ティサービス単体での収益性改善に限界があ
る過疎地域における不採算路線で、貨客混載
により付帯収入増の可能性を検証している。

また、介護・医療・ヘルスケア分野では、
長野県伊那市とMONET Technologies社の
協業により、「モバイルクリニック実証事
業」を実施している。医療機器を搭載し、ス
マホアプリを通した予約、医療従事者との連
携によるオンライン診療、クラウドシステム
を活用した情報共有などが可能な車両「ヘル
スケアモビリティ」を用いた遠隔診療のテス
ト運行を実施している。

EV（電気自動車）の普及が世界的に進ん
でおり、このトレンドはモビリティとエネル
ギー分野の融合をもたらし、モビリティサー
ビスの高付加価値化の一つの促進剤となり得

これら 4 つの方向性を、先に示したモビリ
ティ・都市のレイヤーにマッピングすると、
図 4 右のようになる。個別モビリティレイヤ
ー、MaaS・モビリティ連携レイヤーについ
ては、個別のモビリティサービスを提供する
企業（交通事業者など）、およびMaaSオペレ
ーターがそれぞれ既存の事業として展開、な
いし実装に向けて既に実証実験などの営みを
開始している。以下 4 つの方向性についての
議論では、付帯事業・生活サービスレイヤ
ー、および都市政策との連携・まちづくりレ
イヤーにおける新たな価値の創出に着目する
ことになる。

最後の補足として、以下で方向性を論じる
上で、本稿では特段、主語（事業や論点の実
施・検討主体）を限定していない。なぜなら
ば、これから語られる領域の検討は世界的に
見ても始まったばかりであり、現段階では業
界間での明確な役割分担が定められておら
ず、境界線も引かれていないためである。

「方向性②都市魅力度・競争力の向上」を例
にとると、スマートシティの開発主体（自治
体・デベロッパー）が自らモビリティサービ
スの整備を主導していくというアプローチが
あり得る。

一方で、モビリティサービス事業者が、自
治体・デベロッパー目線でまちづくりに携わ
っていくという意識を持ちながら事業を推進
したり、同様の課題意識を持つ自治体・デベ
ロッパーと協調しながら自社に有利な投資案
件を形成したりしていく、というアプローチ
も考えられる。いわば、モビリティサービス
の付加価値を創造し、それらを取り込んでい
く余地が、どのプレイヤーにも残されている
ことになる。
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ないため、従前の火力発電を中心とする電力
システムに比べると発電量の制御が難しい。
一方で、電力は発電量と需要のバランスが崩
れると品質が不安定になったり、停電する場
合もあるため、再生可能エネルギーを導入し
た際の発電量と需要のバランスの維持は大き
な課題となっている。この際、EVの車載蓄
電池を活用し、電力が不足する際に放電、電
力が余剰となる際に充電を行うように制御す
ることで、電力システムの安定に資すること
ができる。ひいては、これが再エネの普及を
促すことにつながる。

次に、マイクログリッドへの電力の運搬が
考えられる。日本の送配電インフラはほかの
インフラと同様に老朽化が進んでおり、特に
人口の少ない過疎地域においては、費用対効

る。具体的には、EVは蓄電池を搭載してお
り「電気を貯めて」「動ける」性質を有して
いるため、この性質を活用したエネルギーサ
ービスが考えられる。以下で、EVを活用し
た 3 つのモビリティ×エネルギーサービスの
野村総合研究所（NRI）仮説を紹介したい

（図 5 ）。
まず、EVを活用したエネルギーサービス

として考えられるのは、再生可能エネルギー
（再エネ）の普及促進である。エネルギー業
界の潮流として、近年、太陽光発電、風力発
電などの再エネの導入が進んでいるが、この
普及のボトルネックになっているのが、その
出力の変動性である。太陽光発電であれば日
照、風力発電であれば風況によって発電量が
急激に変化する上、その予想も完全にはでき

図5　EVを活用したエネルギーソリューション NRI仮説

車載蓄電池による再エネの出力変動緩和
● 再エネに出力抑制がかかりそうな際に充電を行うことで、
再エネの出力抑制を回避

● 再エネの出力が低い際には放電を行い、需給の調整力とし
て活用

緊急時に車載蓄電池で、公共施設などに電力を供給
● 災害時など、地区内で停電が発生した際に、EV車両を役所・病院
などに運び、車載蓄電池から放電することで非常用発電機の役割
を果たす

外部で充電した電力をマイクログリッド内に運搬
● 過疎地域など、経済性が確認される地域については既
存のインフラを撤去しマイクログリッド化

● 路線バス・タクシー・宅配事業車などをEV化するこ
とで、外部で充電した電力を集落に運び、配電インフ
ラの役割を一部代替

マイクログリッド

マイクログリッド

車載電池を
MG活用

車載電池を
MG活用

病院

エネファーム

充放電
ステーション

路線バスの
EV化

路線バスの
EV化

路線バスの
EV化

路線バスの
EV化
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して得られる対価でバスの運行費用を補填す
ることにより、過疎地の公共交通の維持にも
つながる。

最後に、災害時における電力供給が考えら
れる。自然災害などによって、公共施設や病
院で停電が発生した際に、EVの「動ける」
特性を活用することで、近隣で運行していた
EVを当該施設に移動させ、その場で電力供
給を行うことで、一時的に停電を解消させる
ことができる。

これらのEVを活用したエネルギーソリュ
ーションは、方向性①として有望な分野では
あるが、EVを 1 台導入するだけですぐさま
実効性が現れるわけではない。実際のサービ
ス化のためには、複数台のEVを束ねた導入・
制御が必要であり、NRIは複数のEV導入お
よび運行費用の最適化が今後の課題になると
思慮している。具体的には、EVの充電イン
フラの導入台数および契約電力の組み合わせ
次第で、オペレーションの成立可否と、初期

果の面から、インフラをどのように維持して
いくのかが大きな課題となっている。

この際、解の一つとして考えられるのが、
遠隔地に所在する集落と都市部の送配電イン
フラを切り離し、集落の中で独立した電力ネ
ットワークを構築する「マイクログリッド
化」である。これによって、集落と都市部を
結ぶ電柱などのインフラ撤去につながり、遠
隔地でのインフラ維持コストの圧縮を実現で
きる可能性がある。

マイクログリッド内は、原則として太陽
光、風力、小水力、ディーゼル自家発電など
地域内の発電リソースによって電力供給がな
されるが、EVはそれを補助するリソースと
して活用可能である。具体的には、集落と都
市部を結ぶバスをEV化し、都市部で充電し
た余剰電力の一部を、必要に応じてマイクロ
グリッド内で放電するような運用が考えられ
る。また、この例をモビリティ事業の側面か
ら見ると、エネルギーソリューションを提供

図6　導入・運用コストの最適化シミュレーションイメージ
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安い ← → 高い

①契約電力増による費用増

＋－

－

オペレーション
不成立

オペレーション不成立ケース：
コストは安いがオペレーションの中で一部車両の
充電ができず、運行に支障あり
充電インフラ ：3台
契約kW ：+10kW（現状比）
エネルギーサービス提供量 ：30kW
トータルコスト ：+20万円／年

高コストケース：
オペレーションは成立するが、充電インフラ、
契約電力ともに過剰であり、コストが高い
充電インフラ ：5台
契約kW ：+40kW（現状比）
エネルギーサービス提供量 ：80kW
トータルコスト ：+100万円／年

コスト最安ケース：
オペレーションが成立するパターンの中では
コストが最も安い
充電インフラ ：2台
契約kW ：+20kW（現状比）
エネルギーサービス提供量 ：20kW
トータルコスト ：+40万円／年
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投資およびEVバス運行に必要なコストが大
きく変わり得る。そのため、両変数の組み合
わせに対して、①契約料金、②充電インフラ
整備コスト、③エネルギーサービスへの対価
がどのように変化するかをシミュレーション
し、最適な組み合わせを探索することが不可
欠である（図 6 ）。

方向性②　都市魅力度・競争力の向上
2 つ目の方向性として、モビリティサービ

スの枠組みを再定義し、都市魅力度・競争力
向上の観点からのモビリティ整備が挙げられ
る。モビリティサービスを単体の事業として
見ると、特に地方部においては、収益化が困
難である場合が多いことは、既に述べた。し
かし、そのような場合でも、モビリティサー
ビスが「都市全体に与えるポジティブな波及
効果」を可視化できれば、十分合理性を見い

だせる可能性がある。
図 7 左は、モビリティサービスの整備が、

都市全体にどのように好影響を波及していく
かについて図式化を試みたものである。具体
的には、モビリティサービスを整備すると交
通の利便性が向上する。都市経済圏の拡大
や、公共交通利用者の増加などは、都市の魅
力度の向上につながる。魅力度が向上した都
市には人口・産業の集積が起こり、その結
果、都市の税収増・運用費削減につながり、
モビリティサービスのさらなる整備、ないし
はほかのインフラや公共サービスへの投資の
財源となる、という、正の循環を誘発すると
考えられる。このような効果の試算を行った
例として、英国クロスレイルでの鉄道投資に
対する波及効果に関する研究があり、生産性
の高い仕事へのアクセス向上や、経済活動の
集積による生産性の向上といった波及効果

図7　モビリティ整備の波及効果

都市経済圏
の拡大

モビリティ整備による都市魅力度向上サイクル 交通投資効果の試算（英国クロスレイルの例、単位：億ドル）

政府ネット投資額
波及効果
直接的な便益

投資額

116

302

経済効果

● 交通インフラへの投資は、時間短縮などの直接的な便益以外に、
さまざまな波及効果が期待できる
─波及効果例①：労働の移動効果。労働者の、生産性の高い
業務への移行、それによる所得税の増加 など

─波及効果例②：集積の便益。経済活動が特定の空間に集中
することに基づきアクセシビリティが改善し、生産性向上

● 英国クロスレイルでの投資に関する試算では、波及効果が便益全
体の約1/3に及ぶと推計している

● レポート原本では英ポンドでの推計。上記は１ポンド＝1.3ドルで
換算

93

209

交通の利便性
向上

都市魅力度向上

公共交通
利用者増

通勤・通学
時間の短縮

都市の
人口集積

他インフラ・
公共サービス

都市の
産業集積

域内消費
の促進

都市の税収増・
運用費削減

モビリティ、および
他インフラ・公共サービス
への再投資

出所）（右）Crossrail, 2005, “Economic Appraisal of Crossrail”
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場の面積を通常の半分程度に抑え、その分の
用地コスト削減を実現している。

方向性③　新規移動需要の創発
モビリティサービスの供給側の利便性向上

によって乗客増（従って運賃収入増）を実現
することはたやすいことではないが、近年、
個人へのインセンティブの付与やダイナミッ
クプライシング・ルーティングなどにより、
需要側の行動変容を促進する仕組みが実現さ
れつつある。

米ConnectIQ Labs社が提供するスマホア
プリサービス「Miles」は、スマホのGPSと
加速度センサーなどから得られた情報をAI
で判定し、ユーザーの移動距離や移動手段に
応じたマイルを提供する。ユーザーは一定数
貯まったマイルを、映画館のチケット、レン
タカー・コーヒーの無料チケット、ネット通
販のギフトカードなどの特典と交換できる。
たとえば徒歩や自転車による移動は、自家用
車よりも獲得できるマイル数を高めに設定し
ていることで、環境負荷の低い、健康に良
い、といった移動手段の選択を促すことがで
きる。

このような仕掛けを活用すれば、都市や交
通の課題に即した適切なインセンティブプロ
グラムを設計することで、たとえば「公共交
通の利用促進」（マイカー利用の代替手段と
して、公共交通の利用に対するインセンティ
ブ付与など）、「交通混雑の解決・渋滞緩和」

（需要集中経路以外の代替経路提示、利用者
にインセンティブ付与。移動需要の振り分
け。天候など外部データに基づく需給予測な
ど）、「都市への訪問促進・地域経済活性化」

（都市内施設・スポットへの訪問、消費など

は、移動時間の短縮といった直接的な便益の
約半分にも及ぶと推計している（図 7 右）。

このような考えに基づき、モビリティサー
ビスをたとえ収益性が低くても都市に必須の
公益機能と位置付け、他収益事業からの利益
を補填しながら運営を持続させている例に、
ドイツのシュタットベルゲによるモビリティ
サービスが挙げられる。シュタットベルゲと
は、ドイツの自治体単位で管理される、公共
サービス・地域インフラを総合的に運営する
公益事業体であり、たとえばエネルギー（電
力、熱供給、ガス）、公共施設、地域・公共
交通、下水道、道路（街路管理・活用、照
明）、公園・緑地などの運営・維持管理など
を担っている。地域住民に対し、公共料金の
一元管理や労働機会の提供などさまざまな便
益をもたらしている。シュタットベルゲはバ
スやトラムなど、地域・公共交通の運営とい
ったモビリティサービスも提供しているが、
事業単体としての収益性は低く、エネルギー
関連事業や通信事業など、高収益な事業から
利益を補填して運営している。

もう一つ、モビリティサービスの拡充が直
接的に不動産価値の向上やコスト面でのメリ
ットを創出する可能性について言及したい。
米デベロッパーMaximus社は、モビリティ
サービス付きの集合住宅「Parkmerced」を
提供している。本集合住宅では居住者向け
に、公共交通・カーシェア・ライドシェアな
ど、多様なモビリティサービスで利用可能な
ポイントを付与している。また、共用部をカ
ーシェアやライドシェアなどのモビリティサ
ービス向けに整備し、居住者が自家用車を所
有しなくても生活に不便のない環境を提供し
ている。これにより、集合住宅としての駐車
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した。特にアミカケをした領域は主にモビリ
ティデータを、交通管制や運行情報配信・公
共交通の利用促進、フリート管理などに活用
し、既に実装が始まっている。たとえば日本
のSmart Drive社は、車載デバイス（シガー
ソケットなどに接続し位置情報など車両の各
種情報を捕捉するセンサー）、外部センサー

（温度センサー、カメラなど）、コネクテッド
カーから得られる車両データを蓄積するモビ
リティデータプラットフォームを構築し、社
内外でのデータ活用を実現しており、自社サ
ービスとしては、法人車両管理SaaSなどを
提供している。

モビリティデータと、モビリティ以外のデ
ータを統合させる分野は、よりユースケース
の抽象度が高い段階にあり、多くが構想フェ
ーズにとどまっている。都市に配置するさま

の活動に対するインセンティブ付与。広告と
の連動、クーポンの配信など）、「出歩き促
進・健康増進」（外出頻度や移動距離に対す
るインセンティブ付与。移動手段なども重ね
掛けなど）といった多様な課題の解決に向
け、生活者の行動を促進できる可能性があ
る。

方向性④　モビリティ関連データ活用・都
市課題解決

モビリティデータの活用の検討は緒に就い
たばかりで、まだ万人のコンセンサスが得ら
れるほど確固たる分野や市場は形成されてい
ない印象である。しかしながら、モビリティ
データを活用することで、既存の分野やサー
ビスの高度化に役立てるユースケースが登場
し始めている。図 8 にそのような領域を例示

図8　モビリティ関連データの活用例（スミアミ）／発展の方向性仮説（斜線）

モビリティ
データ

その他
データ

車両位置情報
（車両プローブ・

GPS・スマホなど）

インフラデータ
（ITS、センサー・
カメラ、人車流）

交通機関
（運行・稼働状況）

…

…

マス パーソナル

決済・購買情報

信用情報

交通管制への活用
● 各種センサー・カメラからの交通流情報を基にし
た交通管制の高度化、混雑・渋滞の緩和など

● 例：交通流に合わせた信号・交通規制制御（中国・
ET City Brain）

運行情報配信・利用促進
● センサー情報に基づき公共交通・人流をリ
アルタイムで可視化、情報を中継

● 例：運行状況配信による需給バランス調整
（スペイン・バレンシア市）

車両・運転関連サービス
● センサー情報から収集する運転
データ・運行データを用いた分
析・示唆提供

● 例：フリートマネジメント、車
両管理（Smart Drive）

● 例：ドライバー支援、安全運転
支援・促進、保険料算定への活
用など（Smart Drive）

「スーパーアプリ」との融合（将来）
● 将来的には、スーパーアプリを通しパーソナルの動線・行動の把
握・予測が行われ、日々の決済・購買情報や信用情報などから、
個人に適合すると考えられる自陣の各種サービス・機能を、パー
ソナルの動線・行動に層畳するアプローチが具体化される可能性
がある

● 個人情報保護の観点から、実用化に当たっては、現在実証・検討
が進められている情報銀行的なアプローチも必要と想定

「スーパーアプリ」との融合（将来）
● 将来的には、スーパーアプリを通しパーソナルの動線・行動の把
握・予測が行われ、日々の決済・購買情報や信用情報などから、
個人に適合すると考えられる自陣の各種サービス・機能を、パー
ソナルの動線・行動に層畳するアプローチが具体化される可能性
がある

● 個人情報保護の観点から、実用化に当たっては、現在実証・検討
が進められている情報銀行的なアプローチも必要と想定

行動変容促進
● マス・パーソナルを
対象とした情報配信・
インセンティブ付与
などを通した、交通
や生活サービスの需
給ギャップ緩和

● 参考）方向性③：新規
移動需要の創発 参照

行動変容促進
● マス・パーソナルを
対象とした情報配信・
インセンティブ付与
などを通した、交通
や生活サービスの需
給ギャップ緩和

● 参考）方向性③：新規
移動需要の創発 参照
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ざまなセンサーを通して上がってくるデータ
や、決済・購買情報といったパーソナルデー
タを活用・統合し、新たなサービスを創出し
たり都市政策や交通政策へのフィードバック
や課題解決を実現したりできないか、またど
のようにマネタイズするかなどについて、さ
まざまな構想が検討されている。

パーソナルデータの活用について考える。
生活者が日常生活で「移動」する際、移動先
での商品やサービスの購買、飲食といった何
らかの経済活動を伴う「目的」が存在するこ
とがほとんどで、一般論ではあるものの、パ
ーソナルの移動データと移動先における目的
に関するデータの組み合わせは、相性が良い
といわれている。

われわれは、それらデータ統合の先には、
本稿方向性③で示した行動変容や、本特集第
四論考「日本におけるスーパーアプリ構築の
可能性」にて示した「スーパーアプリ（単一
のメインアプリ上で、用途の異なるさまざま
なアプリを統合し、シームレスな活用を可能
と す る も の。WeChat、AliPay、GoJekな
ど）」への活用が有望領域としてあるのでは
ないかと思慮している。なぜならば、個人の
動線を把握・予測し、そこに日々の決済や購
買情報から得られる情報を重ねることで、よ
り高精度なサービス設計やリアルタイムなプ
ロモーションに活かすことが可能と考えてい
るためである。

わが国でそのような複合的なパーソナルデ
ータを活用するサービスを実装するには、個
人情報保護の観点から、現在実証・検討が進
められている情報銀行（行動・購買履歴など
を含む個人情報・データを個人から預託し、
他事業者とのマッチングや匿名化した上での

情報提供、一元管理する制度・事業）的なア
プローチ（ユーザーによる個人情報利用のオ
プトイン）も必要と思われる。中長期的にこ
のようなコンセプトが具体化された際には、
スマートシティにおけるモビリティ機能やサ
ービスは、スーパーアプリに層畳されるミニ
プログラムの一つとして位置付くとも想定で
きる。

ここまで、モビリティを都市のスマート化
という文脈から紐解いてきた。モビリティは
単独事業としてマネタイズや高収益を上げる
ことが容易とはいえないが、同時にさまざま
な都市課題の解決に寄与する可能性が秘めら
れている。また都市の魅力度を向上するため
にも必須の機能であり、十分チャレンジする
に足る分野と思えてならない。

今後、スマートシティの実現にかかわる企
業が、都市の環境や自社の置かれている状態
に応じて、モビリティのあり方をうまく見つ
け出していくことが、一つの解決策ではない
かと考える。本論考がその一助となれば幸い
である。
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